
【Ｇ８ ラクイラ・サミット（2009年）】
• 先進国として2050年までに温室効果ガス排出量を80％、もしくはそれ以上削減

すると表明
【パリ協定（2015年）】

• 途上国を含め条約に加盟するすべての国・地域が参加
• 各国は削減目標・行動を作成し、報告（５年ごとに更新）
• 世界共通の目標として、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて

2℃、1.5 ℃に抑える努力を追求する

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

2000 2005 2010 2013 2014 2020 2030

日本の温室効果ガス排出量と削減目標

3.8%以上削減
（2005年比）

（年度）

26%削減
（2013年比）

（出所）国立環境研究所「温室効果ガスインベントリオフィスウェブサイト」により作成。

【地球温暖化対策計画（2016年５月閣議決定）】
• 国内の排出削減・吸収量の確保により、2030年度において、2013年度比26.0％

減（2005年度比25.4％減）の水準にするとの中期目標の達成に向けて着実に取
り組む

• 長期的目標として2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指す
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（億トンCO2）

 温室効果ガスの排出を、2030年度に2013年度比26％削減、2050年までに80％削減を目指すのが政府目標。

９．低炭素社会に向けた取組の進展

エネルギー起源, 

87.2 %

非エネルギー起源, 

5.6 %

メタン, 2.6 %

一酸化二窒素, 1.5 %

その他, 3.1 %

温室効果ガス排出量（2014年度）

計：13.6億トンCO2

（出所）国立環境研究所「温室効果ガスインベントリオフィスウェブサイト」により作成。
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第三次産業, 
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家庭, 15%

工業プロセス等, 4%
廃棄物, 2%

部門別の二酸化炭素排出量（2014年度）

（出所）国立環境研究所「温室効果ガスインベントリオフィスウェブサイト」により作成。
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各国の2050年温室効果ガス削減目標の水準

９．低炭素社会に向けた取組の進展（続き）

国・地域 EU 英国 ドイツ フランス ⽶国
2050年
⽬標

80％削減
(90年⽐)

80%削減
(90年⽐)

80〜95％削減
(90年⽐)

75％削減
(90年⽐)

80%削減
（05年⽐）

（出所）気候変動長期戦略懇談会「提言」（平成28年2月）より抜粋。

 各国とも2050年までに温室効果ガスの大幅削減を目指している。
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気候変動長期戦略懇談会提言（平成28年2月）

温室効果ガス2050年80％削減と我が国が直⾯する経済・社会的課題の同時解決を⽬指し、各界
の第⼀⼈者の参画を得て、我が国の新たな「気候変動・経済社会戦略の考え⽅」を議論した。
委員名簿（敬称略）：浅野 直⼈（福岡⼤学 名誉教授）、伊藤 元重（東京⼤学院経済研究科 教授）、◎⼤⻄ 隆（豊橋技術科学⼤学学⻑、⽇本学術会議会⻑）、川⼝ 順⼦（明治⼤学国際総合研究所特

任教授）、住明正（国⽴環境研究所理事⻑、安井⾄（⼀般財団法⼈持続性推進機構理事⻑）
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４．「温室効果ガスの⻑期⼤幅削減」と「経済・社会的課題」の同時解決に向けて

■気候に対する⼈為的影響は明らか。⻑期⼤幅削減が必要。
 「パリ協定」は歴史的集⼤成。⻑期⼤幅削減を実現すべき
 世界共通の⽬標として２℃⽬標に合意。1.5℃への努⼒も⾔及。今世紀
後半に⼈為的な排出量と吸収量のバランスの達成を⽬指す（脱化⽯燃
料⽂明への転換）。

１．気候変動の科学的知⾒と国際社会のコンセンサス

 現在我が国は様々な課題に直⾯
 経験したことのない⼈⼝減少・⾼齢化社会
 経済の低成⻑（⼀⼈当たりGDPが世界27位）
 地⽅では、産業衰退、コミュニティや⾃然資本
の劣化

 安全保障リスクの多様化と⽇本の量的存在感の
低下

↓
 安倍総理の施政⽅針演説：
新しい成⻑軌道に向け「イノベーションを
次々と⽣み出す社会へと変⾰する」
 経済・社会的課題解決のためには
社会構造のイノベーションが必要。

３．我が国の経済・社会的課題と解決の⽅向性

 2050年80％削減が実現した社会の絵姿（⼀例）
 エネルギーの需要⼤幅削減・低炭素化（電⼒ほぼゼロ）、電化促進
 絵姿実現への道筋（時間軸）
 累積排出量低減を踏まえ早期削減、インフラ等の「ロックイン」回避
 過渡的な対策は、終期を念頭に置く必要（例：⽯炭⽕⼒の投資リスク）
 絵姿実現のためには社会構造のイノベーションが必要。
 技術に加え、社会システム、ライフスタイルを含めたイノベーション

２．温室効果ガスの⻑期⼤幅削減の絵姿とその道筋

○「温室効果ガスの⻑期⼤幅削減」のための社会構造のイノベーションは、「経済・社会的課題」の解決のための
「きっかけ」に。「温室効果ガスの⻑期⼤幅削減」と「経済・社会的課題解決」の⽅向性は同じ。

安倍総理の施政⽅針演説：「地球温暖化対策は、新しいイノベーションを⽣み出すチャンス」
（１）【経済成⻑】「グリーン新市場の創造」と「環境価値をテコとした経済の⾼付加価値化」を通じて、経済成⻑を実現

（２）【地⽅創⽣】再エネなど地域の「⾃然資本の活⽤」を通じて、「エネルギー収⽀の⿊字化」等を図り地⽅創⽣を後押し

（３）【安全保障】世界の気候変動対策への貢献を通じて、エネルギー安全保障を含めた「気候安全保障」の強化と国益の確保

＜施策例＞カーボンプライシング、規制的⼿法の活⽤、「ライフスタイルイノベーション」実現のための情報的⼿法・国⺠運動、環境⾦融の推進

＜施策例＞ 地域エネルギープロジェクトへの⽀援、⽣産性向上等のための低炭素都市計画の推進、⾃然資本を活⽤した地域経済の⾼付加価値化

＜施策例＞気候安全保障に関する国⺠の理解の増進、我が国の貢献による海外削減の推進と国際的リーダーシップの発揮

９．低炭素社会に向けた取組の進展（続き）

（出所）環境省
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９．低炭素社会に向けた取組の進展（続き）

（出所）
総合科学技術・イノベーション
会議「エネルギー・環境イノ
ベーション戦略(NESTI2050)
概要」（2016年4月19日）
より抜粋。
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